熊本県収用委員会　会長　塚本　侃　殿
　　　　　　　　　　　　　　　    　  　平成14年８月22日

国土交通省より出された平成14年７月17日付け意見書に対し、反論書を提出いたします。
 　　　　　　「その他権利を主張する者」代理人　明治学院大学教授　熊本一規

　

国土交通省平成14年７月17日意見書に対する反論書
国土交通省より平成14年７月17日付け意見書（以下、７月17日付け意見書）が提出され、私が提出した４月２日付け条文説明要求書に対する回答がなされた。この回答については、７月25日収用委員会において口頭で反論を加え、十分な理解を得たと思われるが、念のため、以下、文書でも反論を行うこととする(文中の図・表は７月25日収用委員会で配布した図・表である)。

1． 関係地区と漁協――入会集団(関係漁民集団)と組合員集団

　国土交通省回答に反論する前に、まず、関係地区と漁協との関係、いいかえれば入会集団と組合員集団との関係を整理しておく。

(1)関係地区と漁協の地区

　共同漁業権には必ず関係地区が決められる(漁業法11条1項)。関係地区とは、「自然的及び社会的条件により当該漁業の漁場が属すると認められる地区」と定義されている。

　一つの関係地区には、通常、一つの漁協が設立されている。その場合、組合の地区は関係地区と一致する(図Ⅰ)。これが原型である。

しかし、漁協は協同組合原則を持つため、組合の地区と関係地区とは如何様にも乖離する。

設立自由の原則に基づき、一つの関係地区に二つの漁協が設立された場合、通常は、図Ⅱのようになる(ただし、組合の地区は設定自由であるため、二つの漁協の組合の地区が重複することもある)。

他方、合併自由の原則に基づき、二つの漁協が合併して一つの漁協となった場合、組合の地区は二つの関係地区を含むことになる(図Ⅳ)。

(2)関係漁民集団と組合員集団

　関係地区とは、いいかえれば漁村部落である。共同漁業権は、漁村部落の漁民集団がその地先水面に入って営む入会漁業の権利であり、漁村部落の漁民集団、いいかえれば関係地区の漁民集団(以下、関係漁民集団)が総有する権利である。

　漁協の組合員集団は、原型Ⅰにおいては、関係漁民集団と一致するが、一関係地区二漁協(図Ⅱ)や二関係地区一漁協(図Ⅳ)になると、関係漁民集団から乖離する。

　さらに、脱退自由の原則に基づき、関係漁民集団は漁協から脱退することも、あるいは初めから漁協に加入しないことも自由である。その場合にも組合員集団は関係漁民集団から乖離する(図Ⅲ)。

(3)協同組合原則との調整規定

　漁業法には、漁協が共同漁業の免許を受けることと協同組合原則との調整規定が設けられている。

　図Ⅱの場合の調整規定が、共同申請・共有請求(14条3，4，10項)である。すなわち、関係漁民を一人でも含む漁協であれば、共同申請・共有請求をつうじて必ず免許を受けられるように調整されている。

　図Ⅲの場合の調整規定が、員外者の保護(14条11項)である。すなわち、関係地区に住所を有する漁民(以下、関係漁民)であれば、漁協に属さなくとも共同漁業を営めるように調整されている。

　図Ⅳの場合の調整規定が、８条の漁業権行使規則である。すなわち、漁業権行使規則を関係組合員集団が定めることを通じて、共同漁業を営める組合員が関係組合員に資格限定されている。

　要するに、漁業法は、漁協が共同漁業の免許を受けることと協同組合原則との調整規定をつうじて、関係漁民集団と組合員集団との乖離を調整し、関係漁民であれば、いずれの組合に属そうとも、あるいは組合に属さなくても、共同漁業を営めるように措置しているのである。

(4)入会集団(関係漁民集団)の意思決定と組合(法人)の意思決定

　共同漁業の入会集団は、関係漁民集団である。漁業法は、14条11項で関係漁民集団のうちの員外者が共同漁業を営めるよう措置したうえで、14条11項以外は、すべての関係漁民が漁協に属することを前提として規定している。入会集団をすべて網羅した形で漁協を創ることを原則としているからである。そのため、漁業法における「関係地区に住所を有する組合員(関係組合員)」の集団は、「関係地区に住所を有する漁民(関係漁民)」の集団と同一の集団を意味し、関係組合員集団もまた、関係漁民集団と同様、入会集団を意味する。

したがって、漁業法で「関係地区」、「関係地区に住所を有する組合員(関係組合員)」、あるいは「関係地区に住所を有する漁民(関係漁民)」との表現を含む規定は、入会集団に関する規定である。他方、単に「組合員」あるいは「組合」との表現を含む規定は、「法人としての漁協」に関する規定である。

　例えば、漁業権行使規則の制定・変更・廃止は、漁業法８条に基づき関係組合員集団(入会集団)の意思により決められる一方、水協法50条に基づく漁協総会の特別決議事項でもある。これは、「国土交通省平成14年６月17日意見書に対する反論書」で述べたように、入会集団が決めたものを漁協総会で決議するのである。漁協総会に諮るのは、漁業権行使規則は知事の認可を受けなければならない（漁業法８条４項）が、入会集団は法人格を持たないために認可を受けられず、漁協(法人)の名で認可を受けなければならないからである。

　共同漁業権の分割・変更・放棄もまた、漁業法31条に基づき関係組合員集団(入会集団)の意思により決められたうえで、水協法50条に基づき漁協(法人)の意思決定を得るのである。

　以上のことは、表１のように整理できる。

　　　　　　　　　　表1　入会集団の意思決定と漁協の意思決定　
	　　　
	入会集団の意思決定
	漁協(法人)の意思決定

	漁業権行使規則の制定・変更等
	　　　漁業法８条
	　　水協法50条

	共同漁業権の分割・変更・放棄
	　　　漁業法31条
	　　水協法50条


　このように、漁業権行使規則の制定・変更・廃止や共同漁業権の分割・変更・放棄に関し、漁業法では関係組合員集団が決め、水協法では漁協が決めると規定されていることについて、総有説では説明することができる。しかし、社員権説では説明不可能である。そのことは、以下に述べるように、条文説明要求書に対して国土交通省が何ら説明できないことからも明らかである。

2． 国土交通省回答の検討

　国土交通省７月17日付け意見書における条文説明要求書への回答は、いちおう４月２日付け条文説明要求書10項目にわたってなされている。しかし、以下に述べるように、回答内容は、条文の説明に全くなっていない。

(1)収用委員会で否定された主張の繰り返し

　条文説明要求書6、9への回答は、５月24日収用委員会において否定された主張の繰り返しである。

　特に、改正31条についての重要項目である9は、５月24日収用委員会において国土交通省の主張が否定されたあと、さらに「では、どう説明するのか」と迫られて、「後日、文書で」と逃げた経緯がある。その「後日の文書による回答」が、当日否定された主張と全く同じなのであるから、それを平気で回答してくる無神経さにはあきれるほかはない。

収用委員会において否定された主張を繰り返すしかなかったということは、国土交通省が条文を説明できないことを自ら認めたに等しい。

(2)条文のごまかし

　条文説明要求書1～5、7、8への回答は、条文をごまかして回答している(表中のアンダーライン個所が条文をごまかしている個所である)。

　1では、漁業法８条で「漁業を営む権利」が関係組合員集団の定める漁業権行使規則により関係組合員に資格限定されることをごまかし、「組合員…は……漁業を営む権利を有する」としている。すなわち、「関係地区に住所を有する組合員」とすべきところを単に「組合員」としている。

　2-5では、1と全く同様に、漁業法８条をごまかし、「関係地区に住所を有する組合員」とすべきところを単に「組合員」としている。

　7では、漁業権行使規則を関係組合員集団が決めること(漁業法８条３項)をごまかし、「当該組合が制定する漁業権行使規則」としている。すなわち、「関係組合員集団が」とすべきところを「組合が」としている。

　8では、漁業法14条11項において関係地区に住む漁民(関係漁民)であれば、組合に属さなくとも共同漁業を営めるとされているのを、単に「漁民であってその組合員でないもの……」としている。すなわち、「関係漁民」とすべきところを「漁民」としている

　以上のように、条文のごまかしは、すべて、関係組合員や関係漁民に関する規定を「関係地区に住所を有する」を省いて、単に組合員や漁民に関する規定にすり替えることによって、行なわれている。国土交通省は、入会集団(関係組合員集団、関係漁民集団)に関する規定を、組合(法人)に関する規定にすり替えて、回答しているのである。

　いうまでもなく、条文説明は、条文を正しく引用したうえで行うのでなければ、説明したことにはならない。国土交通省のように、自らの法解釈に都合の悪い個所を省き、条文をごまかして説明することが許されるならば、いかなる法解釈も成り立つことになる。

　国土交通省が条文をごまかして回答してきたのは、条文をごまかさなければ回答できなかったからである。すなわち、国土交通省が条文をごまかして回答してきたこと自体、社員権説によっては条文を説明できないことを自ら認めたに等しい。

(3)見当違いの仙台高裁判決引用

　条文説明要求書10については、平成元年10月30日の仙台高裁秋田支部の判決を引用している。

　しかし、引用は「……両者(漁業権と漁業を営む権利)を同等ないし不可分の法益として保護しようとした結果にすぎ」(括弧内引用者)で終わっているが、判決はさらに「結果にすぎず、民事上、行政法上の権利として両者が同質同格のものであることを意味するわけではない」と続く(判例自治71号89頁、下線は引用者)。続きの文章を読むとわかるように、この判決は、漁業権と漁業を営む権利が「同質同格」か、それとも「同等ないし不可分」かという論点に関する判決である。

　他方、条文説明要求書10で説明を要求しているのは、「関係組合員の漁業を営む権利が社員権であるならば、それを侵害しても刑罰に書せられることなどあり得ないはずなのに、漁業法143条で刑罰に処せられると規定されているのは何故か」という点であり、仙台高裁判決とは論点を全く異にする。

　したがって、仙台高裁判決は、条文説明要求書10とは何の関係もなく、これをもって10の説明とすることは見当違いも甚だしい。

以上のように、７月17日付け意見書によっては、４月２日付け条文説明要求書10項目について何ひとつ説明されていない。したがって、国土交通省の社員権説が誤った法解釈であることは明らかである。

７月25日収用委員会において、以上の反論を口頭で述べたところ、国土交通省は「説明したと思うので、これ以上の議論はしない」と答えた。しかし、上述のように、７月17日付け意見書における回答が説明になっていないことは明らかであるから、「説明したと思うので、これ以上の議論はしない」との答弁は、「説明できません」と答えたに等しく、社員権説が誤りであることを自ら認めた答弁にほかならない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

